
 

入札公告個票 

契約整理番号（工事番号） 262839 

工事名 Ｒ８管渠（上野本ほか）４工区築造工事 

工事場所 東松山市大字上野本地内ほか 

工期 契約確定の日～令和 9年 3月 31日 

工事概要 管路施設工 管路延長 ２０２ｍ 

ボックスカルバート設置工（雨水□１，４００ｍｍ×１，５００ｍｍ）

         ４６ｍ 

鉄筋コンクリート管布設工（雨水φ９００ｍｍ）   １４９ｍ 

強化プラスチック複合管布設工（雨水φ９００ｍｍ）   ７ｍ 

組立５号マンホール設置工          １箇所  

組立３号マンホール設置工          ２箇所  

取付管設置工（雨水）              ４箇所  

入札方法 制限付き一般競争入札（電子・事後審査） 

参加形態 単体企業 

入
札
参
加
資
格 

以下に掲げる事項をすべて満たすこと。 

所在地区分 次のいずれかの条件に該当すること。 

ア 東松山市に本店（主たる営業所を含む。以下同じ。）を有すること。 

イ 東松山市に契約締結権限を有する代理人を置く営業所・支店（以下 

「営業所等」という。）を有すること。 

ウ 比企郡、熊谷市又は川越市に本店を有すること。 

名簿登載業

種等 

土木工事 公告日現在有効な経営事項審査の総合評定値通知書で、土木一

式工事の総合評定値（中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合につ

いては、官公需適格組合の算出方法の特例による官公需適格組合資格審

査数値とする。）が、所在地区分に応じ次に掲げる点数であり、下請代金

の総額が 5,000万円以上となる場合には、特定建設業の許可を有するこ

と。 

ア 東松山市に本店を有する者 600点以上 

イ 東松山市に営業所等を有する者 900点以上 

ウ 比企郡、熊谷市又は川越市に本店を有する者 900点以上 

施工実績等 平成 18年 4月 1日以降に、国（公共工事の入札及び契約の適正化の促進に

関する法律施行令（平成 13年政令第 34号）第 1条に規定する法人を含む。）

又は地方公共団体が発注した下水道管渠工事を施工した実績（下請けとし

て施工した実績にあっては、一次下請けであって管布設工を含むものに限

る。）を有すること。なお、共同企業体にあっては、代表構成員又は構成員

としての実績のいずれも認める。 

その他 令和３年４月１日以後に完成した東松山市発注工事において、全ての工事

成績評定が６５点以上であること。ただし、受注実績がない等の理由によ

り工事成績評定のない者についてはこの限りでない。 

入札参加申込受付期間 令和 8年 10月 6日午後 1時～令和 8年 11月 2日午後 5時 

設

計

図

書

等 閲覧等の方

法 

入札情報公開システムからダウンロードすること。 

公開日 令和 8年 10月 6日 

質疑受付 令和 8年 10月 6日午後 1時～令和 8年 10月 13日正午 



設計図書等に関して質疑がある場合は、上に示す期間内に、質疑を電子

入札システムにより提出すること。 

 システムによる質疑の題名、説明要求内容及び添付資料には、特定の企

業名や個人名を記入しないこと。 

 また、質疑を提出した際は、受信確認の電話を必ず行うこと。 

質疑回答 令和 8年 10月 16日午後 3時 

質疑に対する回答は、上に示す日時までに電子入札システム上で掲示す

る。 

 入札参加者は、質疑の提出の有無にかかわらず、電子入札システムに掲

載する質疑に対する回答の全ての内容を必ず確認した上で、入札に参加す

ること。なお質疑に対する回答の全ての内容は、すべての入札参加者に適

用する。 

また、入札参加者から質疑がない場合でも、入札情報公開システムの発

注情報や電子入札システムの質疑に対する回答を利用して発注者から入札

参加者へお知らせを掲示することがある。 

入札期間 令和 8年 11月 4日午前 8時 30分～令和 8年 11月 5日午後 4時 

開札日時 令和 8年 11月 6日午前 9時 

調査基準価格 設定しない。 

失格基準価格 設定しない。 

工事成績判断基準 設定しない。 

最低制限価格 東松山市建設工事最低制限価格制度実施要綱により設定する。 

14(1)キの工事ごとに

提出を要する書類 

履行実績を証明する契約書等の写し 

支払条

件 

前金払 あり（その額は契約金額の 40％以内とする。） 

中間前金払 あり（その額は契約金額の 20％以内とする。） 

部分払 なし 

その他 ・本工事は、東松山市建設工事における「週休２日制モデル工事」試行要

領による週休２日制モデル工事（現場閉所型）の試行対象工事である。 

・本工事は、公共工事において情報通信技術を活用し、受発注者間の情報

を電子的に交換・共有することによって業務効率化を実現するシステム（情

報共有システム）の活用を推奨する工事である。 

工事担当課 下水道施設課 

契約担当課 上下水道経営課 

 


